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桂：長期的な気温変動と温暖化

長期的な気温変動と温暖化

１． 二酸化炭素排出の増大と気温変動

　地球温暖化の問題は「不都合な真実」1）を
発表したアル・ゴアがノーベル賞を受賞して
以来、より多くの人々の注目を浴びるように
なった。1997年に締結された京都議定書に
おいて、日本は1990年比で温室効果ガスを
2008年から2012年の間に5 %削減しなけれ
ばならないと定められているが、それを実行
することはかなり難しい状況になってきてい
る。温室効果ガスは二酸化炭素だけではなく
メタン、亜酸化窒素、ハイドロフルオロカー
ボン、バーフルオロカーボン類および六フッ
化硫黄があり、必ずしも二酸化炭素だけ削減
すればいいわけではないが、二酸化炭素は排
出される温室効果ガスの80%ほどを占めて
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いる。従って、二酸化炭素の排出を削減する
ことは、京都議定書の取り決めを順守し、地
球温暖化防止のためには必ず実行しなければ
ならないことである。
　地球温暖化に関しては IPCC、気候変動に
関する政府間パネルにより明らかにされてお
り、温室効果ガスの排出を抑制して、温暖化
を防止することは人類共通の課題であるとい
える。しかし、一方で、温暖化よりも人類に
とって重大な問題は食糧問題であって、二酸
化炭素の排出増大は増大する地球の人口を賄
うための食糧増産に好都合である2）、という
意見もあるが、多くの支持を集めるには至っ
ていない。
　京都議定書第3条で規定されている約束期
間である2008年が既に終わろうとしている
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現在、日本の温室効果ガス、特に二酸化炭素
の排出量は減少どころか増加の一途をたどっ
ている。全国の二酸化炭素の排出量は基準年
11億 44百万トンであったものが2003年で
12%増、宮城県においては1572万 1千トン
が33.8%増となっている。
　このような二酸化炭素の増大は気候変動に
も影響を与えているといわれている。日常生
活においても数十年前と比較すると気温や天
候が変わってきていることが実感できる。そ
こで、日常生活において最も身近に感じるこ
とができる気温変動に着目してその変化を検
討することとした。
　大気中の二酸化炭素の測定は1958年から
開始された。植物の生育による季節変動はあ
るものの、この当時315ppm前後だった二酸
化炭素濃度は一貫して増加し続け、今では
380ppm前後になっている。そこで、気温変
動についても1958年からの変動を気象官署
の観測結果に基づいて検討することとした。

２．気温変動の分析

　日本全国には2006年 12月 31日現在で81
か所の気象官署が設けられている3）。これ以
外には南極にある昭和基地も気象官署として
登録されている。気温を観測している場所と
してはこのほかにAMEDAS（Automated 
Meteorological Data Acquisition System）が
ある。降水量のみの観測を行っているところ
は約1300か所、気温・降水量・日照時間・風
の4要素の観測を行っている観測所は全国に
約800か所ある。しかし、これらAMEDAS
は 1974年から運用が開始されているので古
い観測記録がない。そこで、気象官署での記
録を対象とした。
　地球温暖化の問題に関しては1980年代半
ばから真剣に議論されるようになった。そし
て、1985年、オーストラリアのフィラハで
地球温暖化に関する初めての世界会議が開催

され、1988年に気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）の第1回の会合が開催されて
いる。このように事実を考慮して、国内の気
象官署は81か所あるが、その中で1990年以
降に観測以来の最高気温を記録した気象官署
42か所および地元仙台を加えた 43か所の
1958年から2007年までの月平均の気温の記
録を分析対象とした。対象とした気象官署、
その所在地の県名およびその位置を表1に示
す。

表1．気象官署とその位置
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　気象庁のホームページ 4）より43の気象官
署の1958年からの各年および毎月の平均気
温、最高気温、最低気温のデータを収集した。
ただし、1994年に最高気温を記録した福江
は1962年以前のデータがないので、1963年
以降のデータのみで分析を行った。
　これらのデータを用いて、50年にわたる
毎月の平均気温、最高気温、最低気温の変化
を最小二乗法により直線で近似し、その勾配
を算出した。
　気温の上昇はIPCCの報告などにより明ら
かにされている。この上昇は二酸化炭素その
排出の増加、すなわち、人口増加や経済活動
の活発化など人間の様々な活動に起因してい
ると考えることができるので、国勢調査結果5）

に基づく人口の伸び率と各気温の勾配を比較
した。また、新民力総合指数6）との比較も行っ
た。
　民力とは、生産・消費・文化・暮らしなど
の分野にわたって国民が持っているエネル
ギー、と定義されている。総合指数はそれぞ
れ6つの指標から構成される基本指数、産業
活動指数、消費指数、文化指数および暮らし
指数の5つの指数から構成されている。従来
の民力指数は4分野であったが、これに暮ら
しの分野が加えられ5分野、30の指標を加
味して算出される指数が新民力総合指数であ
る。
　気温の変動要因としては気圧配置や太陽の
活動など自然に起因する要素が大きく作用す
ることは言うまでもない。しかし、この50
年の間に我が国は高度成長期を経て産業構造
や生活水準が大きく変化した。自動車の保有
台数をとってみても、昭和41年に 812万台
だったものが平成19年には7923万台とほぼ
10倍になっている。このような例をとって
も、人間の活動が気温変動に影響を少なから
ず及ぼしていると考えられるので新民力総合
指数との比較を行った。

３．結果

3.1　気温の変化
　仙台における50年間の平均気温の変化を
図 1に示す。50年という期間であっても、
平均気温がわずかずつではあるが高くなって
きていることがこの図から読み取れる。例え
ば、10月の平均気温は、1980年代半ばまで
は15度を下回ることが多かったが、1990年
代に入ってからは15度を下回ったのは4回
しかない。また、1月、2月の気温の変化を
見ても同様のことが言える。

　この変化が二酸化炭素の排出の増大と無関
係に自然に生ずる温度変化である可能性もあ
る。しかし、氷床コアのデータから分析して
算出した気温に関する IPCCの報告によれ
ば、ここ数10年の間に地球の平均気温が確
実に上昇していることが示されている。ここ
に示した仙台の50年間にわたる平均気温の
変化はまさにそれに呼応したものと言うこと
ができる。
　そこで、この間の気温の変化を直線で近似
し、その勾配を算出した。勾配の各月の値を
図2に示す。これによると、対象とした地点
で多少の差はあるものの、全体の傾向として
7月の値は小さく、10月と3月が高くなる傾
向があることがわかる。7月は幾つかの地点
で負の値になっている。すなわち、7月の平

図1．仙台における平均気温の変化
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均気温はこの50年の間でほとんど変わって
いないか逆に低くなっていることを示してい
る。しかし、全体としてはすべての月におい
て平均気温は上昇傾向にあり、特に秋口から
冬場にかけての気温の上昇幅が大きいという
ことがいえる。これは、住宅や建物の暖房の
普及、人口増加、核家族化などによる世帯数
の増加と暖房の普及がおおきな影響を与えて
いると考えられる。
　表2に平均気温に加えて最高気温、最低気
温の変化の勾配が最大の値を示した月、すな
わち気温の上昇が最も大きい月とその気象官
署の数を示す。また、表3にその値が最小で
あった月とその気象官署の数を示す。これに
よると、最も気温の上昇が大きいのは10月
と1月に多いことがわかる。また、7月、12
月は気温の上昇幅が小さいということがわか
る。すなわち、温暖化、気温が上昇している
といっても、年間を通じて万遍なく暖かく
なっているわけではない。秋から冬にかけて
の気温の上昇幅が大きく、夏、特に7月はあ

まり気温が上昇していないということがいえる。
　ここで対象とした気象官署以外も含めて観
測史上の最低気温を記録した年をみると、
1980年以降に観測史上の最低気温を記録し
たのは12か所あるが、1990年以降となると、
1996年に大島で- 4度を記録したのみである。
このことからも、冬場の気温の上昇が大きい
ことが理解できる。

3.2　年間を通じた気温の上昇
　年間の平均気温の50年間にわたる変化を
気象官署ごとに直線で近似してその勾配を求
めた。その勾配の値を基準として降順に並べ
たものを表4に示す。表中の勾配の値は100
倍した値である。
　年の値の勾配が大きいところは南に位置す
る気象官署が目立っている。しかし、気象官
署の標高が各地点で異なっており、南に位置
する気象官署でも標高が高ければ気温は低下
する。一般に地上10kmまでは、1kmごとに
気温は6℃低下するといわれている。そこで、
気象官署の緯度を気象官署が設置されている
標高を基に補正した。
　対象とした気象官署の中で最南端である那
覇の緯度と最北端である網走の緯度の差を求
めると、17度 11.4 分となる。気温の平年値
の値から、緯度差1度あたりの気温の差を算
出し、高度100mにつき気温低下を0.6℃と
して緯度差1度に相当する標高差を160.5m
と算出した。この値をもとに各気象官署の標
高から緯度を補正し、年の値の勾配との相関
を求めた。結果を図3に示す。相関係数は補
正前が - 0.187 だったものが補正後には
- 0.201となり負の相関性がわずかながら強
くなった。相関係数は - 0.201とあまり相関
性があるとは言えないが、図に示すように緯
度が高いところほど年の値の勾配が小さい傾
向がある。これは、年間を通じた気温の上昇
は緯度の低いところにおいてより顕著に表れ
ているということができる。

図2．各月の平均気温の勾配

表2．勾配の最大値を示した月とその数

表3．勾配の最小値を示した月とその数
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3.3　人口の伸びとの相関
　我が国の人口は第二次世界大戦が終了した
年に昭和15年の国勢調査時の人口と比較し
てわずかに減少し、7200万人を下回ったが、
それ以来一貫して増大し続け、平成17年に
は1億 2700万人余りになった。このような
人口増大が経済活動の活発化などを通して気

温変動に影響を与えているものと考え、人口
の伸び率と気温変動との間の相関性について
調べた。
　各気象官署で測定された気温が空間的にど
の程度の範囲の気温を代表しているかを正確
に定義することは困難である。そこで、ここ
では便宜的に各気象官署が位置している都道
府県の、ここで対象とした分析期間の開始年
である1958年に最も近い国勢調査実施年で
ある1960年（昭和35年）の人口を基準とし
た時の伸び率と平均気温、最高気温、最低気
温のそれぞれの年の値の回帰直線の勾配との
相関性を調べた。
　散布図を平均気温の場合について図4に示
す。人口の伸び率が増大するにつれて、勾配
が大きくなる傾向、すなわち、人口の伸びが
大きいところほど気温が増大する傾向がみら
れるが、相関係数は0.05とほとんど相関性
がないことを示している。最高気温の場合の

表4．平均気温の年の値の勾配（×100）

図3．平均気温の年の値の勾配と補正後の緯度

図4．平均気温の年の値と人口伸び率
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相関係数は-0.01、最低気温の場合は0.177と、
3つの気温の中では最低気温の変動が最も人
口の伸びと相関性が強かった。
　このように、人口の伸びとはあまり強い相
関性を示さなかったが、これは、各気象官署
で測定された気温の値がその県の気温を代表
しているとは言えないにもかかわらず、人口
の伸びとして県の人口を用いたところに原因
があると考えることができる。しかし、相関
係数は0.177とあまり大きくなかったものの、
平均気温、最高気温および最低気温の中では
最低気温と人口との相関性が最も高いことが
明らかになった。

3.4　民力指数との相関
　人々が活発に活動をすればそれに伴って熱
が発生する。長期にわたって活発な活動が行
われれば、気温も上昇すると考えられる。そ
こで、生産・消費・文化・暮らしなどの分野
にわたって国民が持っているエネルギーを一
つの指数としてあらわすことが考えられる。
このような観点から、地域のエネルギーを表
す指数として民力指数 6）が算出されている。
2007年にはそれまでの基本・産業活動・消費・
文化の4分野に加えて暮らしの分野が追加さ
れ、5分野、30の指標から新民力指数が算出
されている。
　各指数が取り入れている指標は下記のとお
りである。

基本指数
人口、世帯数、民営総事業所数、県民所得、
国税徴収決定税額、地方税収入額

産業活動指数
農業産出額、林業産出額、水産業、工場総
数、工業製品年間出荷額、就業者総数

消費指数
商店年間販売額、電灯年間使用量、預貯金
残高総額

文化指数

教育費総額、書籍雑誌年間小売販売額、新
聞領布数、図書館数、開通加入電話数、郵
便物引受数
暮らし指数
コンビニエンスストア数、保育所数、公民
館数、都市公園面積、病院数、刑法犯認知
件数

　上記の要素を加味して算出される新民力指
数は、行政組織に基づいて825の都市圏区と
110エリアについて算出されている。すなわ
ち、我が国の行政組織は1都 1道 2府 43県、
東京都の23の特別区および17の政令指定都
市と765の市、827の町と195の村から構成
されている。新民力指数は全国の市と東京都
23区の 805区域に加え、市の存在しない町
村のみの20地区の合計825の都市圏および
地方圏107エリアに東京、大阪、名古屋の大
都市狭域3エリアを加えた110エリアで算出
されている。
　気象官署で観測された気温がどれだけの範
囲の人工的な影響を受けているかは定かでは
ない。人口の伸び率の場合には気象官署が位
置する県のデータを採用したが、新民力指数
に関しては気象官署が位置する場所を含む都
市圏域の新民力指数を採用した。例えば、仙
台市の気象官署は宮城野区に位置している
が、仙台都市圏の新民力指数は仙台市、村田
町、川崎町、松島町、利府町、大和町、大郷
町、富谷町および大衡村を含む値として算出
され、仙台市のみの場合の新民力指数704.2
に対して 831と約 18%大きな値となってい
る。
　この都市圏でのまとまりは行政組織の単位
よりは、より現実的な人間の活動範囲を包含
している。従って、気温変動に対しても少な
からずの影響を与えていると考えられるの
で、気象官署が位置する場所を含む都市圏に
おける新民力指数と平均気温、最高気温、最
低気温の年の値との相関性を調べた。
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　対象とした気象官署がある都市圏の新民力
指数を「民力」6）から求めた。東京の新民力
指数は名古屋1960.8、大阪2330.4と比較する
と、政治、経済の機能が集中し、それに伴っ
て人口も集中しているために、7798と突出
している。そこで、東京のデータを除いた最
低気温の年の値との散布図の例を図5に示し
た。また、平均気温、最高気温および最低気
温の年の値と新民力指数との相関係数を求め
たところそれぞれ0.122、-0.147、0.456となっ
た。これらの結果より、最低気温と新民力指
数の相関性が最も大きいことがわかる。すな
わち、このことからも、気温の上昇は最低気
温の上昇という形で表れており、それは人間
の活動が活発なところほど大きい傾向がある
ということがわかった。
　
3.5　今後の気温
　温室効果ガスの中で最も比率の大きい二酸
化炭素の排出量の削減を図ろうとしているが
現時点においてはその成果は見られない。
2050年までに排出量を現在と比較して半減
ないし先進国においては8割近く削減しよ
う、といった目標は掲げられているが 7）実
現の目途は立っていない。仮に排出量が半減
したとしても大気中の二酸化炭素濃度は減少
しない。
　このような状況を考えると、少なくとも
2050年までは現在と同じか、それ以上のペー
スで温度が上昇すると考えることは極めて妥

当である。そこで、ここで求められた平均気
温の年の値の回帰直線の勾配を用いて2050
年の平均気温を推定した。また、併せて
1971年から2000年までの平均値との比較を
行い、結果を表5に示した。

表5．2050年の予想平均気温

図5．新民力指数と最低気温の年の値

新民力指数と最低気温の年の値
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　これによると、最も平均気温が上昇するの
は小名浜で4.2度上昇する。最も小さい西郷
でも、1度上昇する。仙台は1.1度と比較的
上昇幅は小さい。43地点の平均値では1.78
度上昇するという結果になった。この値はこ
れまでに公表されている値 7）と比較しても
妥当な値である。
　このような気温の上昇は、ここで行った分
析によると主として冬場の気温の上昇という
形になってあらわれる。従って、身近なとこ
ろで考えれば暖房エネルギーが節約できると
いったプラスの面もないわけではない。しか
し、世界的に見れば、永久凍土や氷河の融解、
これに伴う海面上昇、海面温度の上昇による
気圧配置の変化やそれに伴う異常気象の発
生、水害や干ばつの発生など人類の存続に
とって憂慮しなければならないことが多発す
る要因となっている。

４．まとめ

　1997年 12月 11日、京都国際会館で第3回
気候変動枠組条約締約国会議が開催され、気
候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定
書が締結され地球温暖化と温室効果ガスの関
係が広く知られるようになった。そして、映
画「不都合な真実」が第79回アカデミー賞
最優秀長編ドキュメンタリー賞を受賞して以
来、少なくとも我が国においては地球温暖化
問題が多くの人々の関心事となった。
　しかし、一口に温暖化といっても年間を通
して平均的な気温が上昇しているわけではな
い。夏も昔と比較して暑くはなっているが、
冷夏と感じられるときもたびたび発生する。
また、仙台で冬に雨が降る、ということは
40年近く前には考えられなかったことだが、
最近は頻発するようになった。そこで、1990
年以降に観測史上の最高気温を記録した43
の気象官署の1958年以降の気温を分析した。
その結果、冬場から春先にかけて平均気温が

上昇していること、気温の上昇は地域のエネ
ルギーを表す指標として算出されている新民
力指数と最低気温の変化が最も相関性がある
ことが明らかになった。
　我が国の温暖化を一口で言うならば、秋か
ら春先にかけて、新民力指数の高いところで
最低気温の上昇という形で表れていることが
特徴であるということができる。
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